
























































































































































































































A ● ● ● ● ● ● ● ●
B ● ● ● ● ● ● ● ．●
C ● ● ● ?
D ? ? ● ● ● ● ● ●
E ? ● ? ● ● ● ● ●
F ? ? ? ? ● ● ? ●
G ? ● ● ? ? ● ● ?
H ? ● ● o● ● e ●
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1 2 3 4 5 6 7 8
1 8H－10HA B C D E FG H
2 10H－12HG A B C D H E F
3 13H－15HE G C A B F DH
4 15H－17HD C G B A H F E






















































囲・形態 C→A応援 A→A応援 部聞の異職種応援
組合への 7労働日までに組合へ連 7労働日前までに組合へ 1ヵ月以上の応援に限
連　　　絡 絡する 連絡する り事前に組合へ連絡す


















応援者への 応援終了後に派遣元職場の上司が参加して，会食 ・ 応援側職場，受贈側職










































































所 定 就　　　業 蒔　　　間
区　　分 備　　　　考





































そ 病 院 8H 8：30～17：301H（13：00～14＝00）原則として，月2回．土曜冾ﾍ全員臨時出勤する。
の









































































歩合部門 （個人）限度時間 区　　　　　分 限　度　時　間





























部門別 月間協定栫@　間 1979年 1980年 1981年 1982年1983年
1984年
i1－6月）
A部門 55時間 1，58D人 124人 115人 17人98人 30人
B　〃 75” 20人 0人 0人 0人 2人 0人
C　〃 〃　　〃 29人 7人 11人 17人 39人 5人
D　〃 〃　　〃 250人 416人 402人 587人1，354人 673人




























































目　　標 198眸 1982年 1983年
取得　日　数 年間10日以上 9．74日 10．64日 10．61日
3ヵ月間未取得者率 10％以下 9．2％ 4．7％ 4．3％

























































































上させてきた結果，現状の水準にま ・会社としても設備・人員面での対策? で改善…してきている。 や生産問題にも積極的に対応してき
ｽ。
ヘオ ・働く老の立場でのニーズは我々と何 ・現在はグループの総合力が極めて大
の1
eルｿB
@社
ら異なることはないし，時短の影響
?e労使が吸収する努力こそ企業の
ﾌ質改善につながるものである。
切であり，企業基盤が強固ではない
ﾌ売店・協力工場にとって時短が与
ｦる影響は極めて大きい。
出典　1984年定期大会議案書
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日増は承認しえない。②ただし，85年・86年については原則的に交替制勤務老を対象に夜
勤の非稼働日を年間1日設定する，というものであった。組合は，この回答を「現在のB
社を取り巻く状況やB社グループに与える影響を考えた時，会社回答は労使相互信頼を実
で示すギリギリの決断と判断」し，承認した〔1984年定期大会議案書〕。
　今後，所定内労働時間のより一層の短縮が実現するかどうか，きびしい状況にある。組
合も，上述の会社回答を承認した後は，具体的な休日増加を要求せず，「今後の進め方など
上部団体の論議の場に主体的に参画していきます」〔1984年定期大会議案書〕という点の
みを：方針としている。
　1986年秋の取り組みで1988年から休日1日増加が実現されることになったが，ヨーロッ
パ・アメリカの実労働時間の水準に達するまでにはまだ多くの困難がある。
6　職制のライン入り
　要人員管理の最後の論点として．職制のライン入りについて検討しておこう。職制のラ
イン入りとは，本来は管理・監督者としての任務を持っている職制が，仕事の負荷に対応
する要員確保が十分でないことを理由として定常的にラインに入って作業をおこなうこと
を指している。組合は，1973年の定期大会から職制のライン入りを取り上げ，改善を要望
してきた＊。
　　　　＊　1973年定期大会が職制のライン入りを取り上げるのに先立って，組長・班長
　　　　のライン入りにかんする実態調査が組合によっておこなわれた（1973年2月にア
　　　　ンケート調査）。その結果によれば，本来の組・班長業務以外に作業者の代わり
　　　　としてラインに入る頻度は，ほとんど毎日35％，ときどき30％，月平均で半分く
　　　　らい16％，めったに入らない13％であった。ライン入りの理由（2つの回答を認
　　　　めたため，トータルでは100％を越える）は，定員にたいして現在人員が不足
　　　　43％，欠勤老が多い36％，工数低減目標が厳しく定員不足29％，定員はいるが未
　　　　熟練者が多い15％であった。さらに，職制のライン入りについての組合員の意識
　　　　は，入るべきではない50％，ときどき入ってもやむをえない39％，月平均半分く
　　　　らいはやむをえない5％，ほとんど毎日入ってもやむをえない3％であった
　　　　〔1973年定期大会議案書〕。この調査結果は，職制のライン入りは要人員問題であ
　　　　ること，そして組合員の半数が職制のライン入りに反対していることを示してい
　　　　る。
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　組合の立場からは，職制のライン入りは好ましいものではない。第1に，職制は職場の
管理・監督をおこなうべきであるが，その職制が定常的にライン入りしていれば，職場の
合理的な運営ができなくなる。第2に，職揚の安全・衛生がおろそかになる危険がある。
第3に，職制が定常的にライン入りしなければならないような状況では，組合員が年休を
取得できる環境がないということになる。かくして組合は，組長については原則的にライ
ン入りゼロ，班長については％のライン・オフを要求した。
　まず組長のライン入りについては，1982年3月に労使が合意した。それは，「組長業務に
支障をぎたすライン入りは原則としてなくす」というものであった〔！982年定期大会議案
書〕。次いで翌年3月に班長のライン入りについて合意が成立した。それは，①班長はプレ
イングリーダーとしての役割を果たす中で，通常の出勤状態の時，リリーフ機能（年休，
欠勤，離業代行）を果たすことを原則とする，②上記の考え方を実施するに当たっては，
組長業務に支障をきたす組長のライン入りなどの問題が起きないよう，職場の実態に即し
た運用をする，というものであった。この基本的考え方の細部留意点として，次の点も合
意された。①プレイングリーダーとしての役割とは，必要に応じて自ら作業を行うととも
に，カソ・コツを指導し円滑な生産の遂行を図る，また，安全・品質・原価などの面での
問題について，リーダーシップを発揮し解決を図ることである。②リリーフ機能の確保単
位は，20人前後の組は原則として組内，それ以下の組は，原則として係内である。③リ
リーフ機能を果たすとは，通常の出勤状態（出勤率95％）の時．リリーフ機能が果たせる
工程編成（人員確保を含む）を行うことが原則である。④リリーフ機能を果たしていない
班長のあり方については，ライン内作業，ライン側作業，ライン外作業のいずれを行うか
es　，個々の職場運営に当たって問題の起きないよう判断し運用する。⑤問題が起きないよ
う運用するとは，遅れカバーなどのライン側，品質確認などのライン外作業の多少，ある
いはスパンの大小など，職種・職場の特徴を考慮し管理者（課長、工長）が判断する，と
いう点である〔1983年定期大会議案書〕。
　班長のあり方は，マネジメントの説明によれば，組長のあり方によって決定されるので
ある。つまり，たとえば班長が3人いて，その3人とも一般作業員と同じく1工程を持っ
てライン入りしていると，組長が生産に必要な補助的仕事を全部やらなければならなくな
り，ラインに拘束され，品質確認など本来の仕事ができなくなる。したがって，班長は，
班長のあり方をそれ自体として見るのではなく，班長がラインに拘束されていることに
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よって組長にどのような影響がでているかによって判断していこう，というのが基本的な
考えである。
　班長のライン入りについての労使合意には，かつて組合が主張していた班長の2／3のライ
ンオフという具体的なラインオフの割合についてはなにも触れていない。これは，工場，
職種ごとに事情が異なっており，一律の割合を決めにくいということが1つの理由であ
り，また，組合が班長のラインオフを要求すると，会社から，班をつくるのをやめると反
論されるからでもあった。
　職制のライン入りについての労使合意は，労使の双方にとってどのような意味をもって
いるのであろうか。職制のライン入りは組合の要求として取り上げられたのであるが，組
長の定常的なライン入りは，労使双方にとって好ましいものではないであろう。組合の考
えについてはすでに指摘したが，会社にとっても、組長本来の業務がおろそかになること
は，短期的には要員を少なくさせるという利点はあるにしても，長期的には職場管理に簡
題を生じさせるであろうからである＊。
　　　　＊　とは言え，組長のラインオフは，労使のそれぞれにとって異なった意味も
　　　　持っている。会社にとっては，それはやはり，要員増加を意味している。他方，
　　　　組合にとっては、それが一般作業員の負荷の減少に結びついたのかどうかについ
　　　　て，微妙な問題を抱えている。たしかに，職制のライン入りがおこなわれなけれ
　　　　ばならないほど要員が不足している状況では，一般作業員も年休をとりにくいで
　　　　あろうし，またトイレその他の用達のための余裕もなくなるであろう。その点で
　　　　は，職制のラインオフがおこなわれれば，たしかに負荷が軽減したと言いうる。
　　　　しかし，他方，組長のラインオフは，基準時間の変更をともなうものではなかっ
　　　　た。したがって，一般作業員の負荷が大きく軽減したとは考えられない。
　職制のライン入りをめぐる交渉の意義はどこにあったのであろうか。，それはまず，組
長のラインオフ＝本来の業務への復帰であったと考えられる。そして次に，バヅファーと
しての班長の位置づけを明確にしたことであると思われる。班長は，かつてと比べて管理
スパンが短くなっている。極端な場合には，部下なしの班長すらプレス職場などでは存在
する。これは，昇進による仕事へのモチヴェイションを図っているからである。自動化の
進んだ職場では，班長への昇進をおこなおうとすれば，このような事態もおこりうるので
ある。とりわけB社は，従業員がB市およびその周辺に集住しており，昇進問題はたんに
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企業内での関心にとどまらず，地域の家族の間での重大関心でもあり，従業員の勤続の長
期化・年齢の高齢化を理由として昇進がストップするようなことになれば，従業員の勤労
意欲は低下するであろう。それを避けるために，管理スパンを縮めても昇進をおこなわな
ければならないのである。管理スパンを小さくすれば、当然のことながら，班長の役割は
それ以前と比べて変化せざるをえない。この変化がなしくずしにおこなわれたため，班長
のあり方について労使のあいだに考え方の相違が生じていった。その点を交渉によって整
理したのが職制のライン入り問題であった，と考えられる。
7　小括
　B社の労務管理・能率管理が複雑なため，本章の叙述もこみいってしまった。ここで今
までの論点をできるかぎり簡潔に整理しておこう。
　B社の賃金体系において主要な位置をしめているのは，基本給と生産手当である。この
うち，基本給は，職層と人事査定とによって決定される。職層は，職制上の地位と結びつ
いている。査定は，5，4，3，2，1の5段階でおこなわれることになっているが，実
際には，最高の5と最低の1はっけられず，4，3．5，3，2．5，2の5段階になってい
る。B社に入社した労働者は，入社1年目にかぎり，年齢別に定められた基本給を受け取
り，年齢が同じであれば同一の基本給となっている。入社翌年からは，査定結果によって
個々の労働者の基本給が異なってくる。春闘において，組合は平均賃上げ額を交渉する。
次いで，その平均賃上げ額の各職層への配分を交渉する。ここまでが，労使交渉の範囲で
ある。各職層に半分された賃上げ額は，マネジメントによってさらに査定点におうじた賃
上げへとブレークダウンされる。査定点におうじた賃上げがどの程度であるのかは，社内
的にも秘密事項とされ，ごく一部の担当者以外知りえないものとなっている。これは，査
定結果を一般従業員に知らせないという方針のあらわれである。前年に同期に正規入社し
た労働者も，春闘による賃上げが確定した後，それぞれの査定点におうじて賃上げ額が異
なることになる。かくして，毎年の査定結果によって個々人の賃金には差が生じる。そし
て，査定結果は各人の職層昇格および職制上の昇進も決定するため，査定はきわめて重要
なものとなっている。
　生産手当は，基本給×生産手当支給率で計算される。基本給の決定についてはすでに説
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明してあるので，問題は生産手当支給率にある。生産手当支給率は，歩合部門ごとに計算
される。歩合部門には，A部門，　B部門，　C部門，　D部門の4部門があり，A部門が製造
部のなかの直接生産ライン，B部門が製造部のなかの生産補助部署，　C部門は製造部以外
の生産補助部署，D部門が事務・技術部門となっている。生産手当支給率の基礎は基準時
間である。基準時間はA部門にたいしてのみ設けられている。A部門において，この基準
時間にたいして実際の能率がどの程度であったのかを表示するのが能率歩合である。しか
し，これでは全社レベルの能率は賃金に反映されないため，全社の能率として完成歩合を
設けている。そして，A部門とB部門は能率歩合と完成歩合との堵重を2対1，C部門で
は1対1，D部門では1対2にし，生産手当支給率を算出する。生産手当支給率は，　A部
門では課の直を単位に計算され，両直の競争意識を高めている。
　生産手当の骨組みは，以上に述べたようなものであるが，実際にははるかに複雑な計算
がおこなわれており，生産管理部査業課がそれを担当している。計算式はたいへん複雑で
あり，現場課長や組合も計算式の基本についてはもちろん承知しているものの，細部にわ
たって知っているわけではない。生産手当の決定は会社の専決事項であり，組合が関与す
る余地はない。そもそも，生産手当は，基準時間が決まれば，あとは必要なデータを入力
すれば自動的に計算されるものであり，基準時間の決定が会社の専決事項であるから，組
合の関与する余地のないのは当然のことである。基準時間の設定が労使間の交渉事項で
あったり労働側の了解をえる必要のあるヨーロッパ諸国に比べ，マネジメントの権限はよ
り強いといえるであろう。
　生産手当は能率を賃金に反映するものであり，能率管理と密接不可分の関係にある。現
在，日本のシャシー・メーカーのなかで能率を反映した賃金制度を持っているのはB社の
みであり，ここにB社の能率管理の特質が表現されている。
　B社は絶えざる能率向上を図っており，それは直人化および少人化という形で追求され
ている。ヒトを抜き能率を上げていくことが回覧化であり，少人化とは，とりわけ生産量
が下がった時に，その下がった生産最に応じて要員数を減らすことを意味している。この
ような少人化が可能となるためには，自動化機械における定員制の打破が必要である。さ
らに少人化は生産量の変化に応じた工程の再編を要求するものであるため，作業者はいく
つかの工程に習熟していないと工程の再編に対応できない。つまり，多能工化が要求され
るのである。少人化は，さらにまた，生産量の多寡に応じて工場間・ライン間の頻繁な応
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援をもたらす。
　組合は，多能工化については，それが職務拡大を意味し，昇進にもつながるものである
という理由から，さらに計画年休を推進していくうえで，ある特定の人しかその工程をこ
なせないという事態は障害になるという考えから，多能工化の推進を支持している。応援
については，“生産ルール”を設けて，“生産ルール”のチェヅク，フォローをおこなっ
ている。応援にかんする“生産ルール”は，応援のすべての種類を規制しているではな
く，工場間のA部門からA部門への応援，およびC部門からA部門への応援を中心的な対
象にしている。配転については，組合は人選にも配転の数についてもタッチしていない。
　時間外労働規制は，36協定でA部門は日に4時間まで，1ヶ月間に55時間までとしてい
る。この水準は，A社の1ヶ月間40時間と比べてゆるやかなものとなっている。
　年休の取得について組合は，計画年休を推進している。会社もそれに協力している。年
間総労働時間の短縮については，組合は最近取り組み始めたが，会社は交替制勤務者を対
象に夜勤を1日休目するということを承認したものの，それ以上の短縮は近い将来におい
ては実現は困難と思われる。
　職制のライン入りについても，一一応の合意は成立した。それは，組長のライン・オフ，
班長はリリーフ機能を果たすというものであった。
　以上のような賃金管理・能率管理・要人員管理とそれにたいする組合の対応を全体的に
判断するならば，B社においては，会社は会社の考えで必要と思われる管理を実現してお
り，組合の関与は，会社の合理的なマネジメントを阻害するというものではなく，会社側
の行き過ぎをチェックするものとなっており，それ故に組合が関与することによって会社
としての合理的なマネジメントが実現されるという構造になっている。つまり，組合が無
理と判断しているような事態は，会社にとっても長期的にはマイナスとなるような事態で
ある。時間外労働の規制にしても，応援規制にしても，また，職制のライン入り規制につ
いてもそう言える。したがって，B社における労使関係を特徴づけるとすれば，会社優位
の労使関係であるが，そこにおいて組合は，どうでもいい存在というものではなく，組合
があることによって会社としての合理的なマネジメントが補足されていると言える。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（未完）
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